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　自
由
民
主
党
は
、
日
本
の
明
日
を
切
り
拓
き
、
そ
の
責
任
を
果
た
し
ま
す
。
政
権

与
党
の
一
員
と
し
て
社
会
保
障
、
経
済
、
地
方
創
生
、
外
交
・
安
全
保
障
な
ど
数
々

の
政
策
実
現
に
向
け
て
活
躍
す
る
佐
藤
の
ぶ
あ
き
参
議
院
議
員
を
特
集
し
ま
す
。

　この１年ほど「災害列島日
本」を意識させられた年はなか
ったのではないでしょうか。異
常気象、地震、台風など想定外
の災害が続いています。国土を
もっと強くしなやかに、もっと
災害に強い日本にしなければ、
多くの人がそう感じたと思い
ます。被災地を訪れるたびに国
土の強靱化が必要だと痛感い
たします。
　私たちの生活の基盤となる
住宅の強靱化は国土強靱化の
基礎となるものです。住宅の耐
震性・耐火性・耐久性の向上は
必要不可欠な取り組みであり、
アベノミクス第3の矢「成長戦
略」を推し進めていくために住
宅・不動産業の力強い活性化を
進めます。

昭和２２年生まれ
▽�昭和47年京都大学大学院修士
課程修了

▽�同年建設省（現・国土交通省）
入省、道路局長、技監、事務次
官を歴任

▽�平成１９年参議院議員比例代表
（全国区）初当選、参院国交委
理事・災対特委理事・震災復興
特委理事などを歴任

▽�現在、国土強靱化推進本部筆頭
副本部長、住宅土地・都市政策
調査会副会長、公共工事品質確
保に関する議連幹事長、宅地建
物等対策議員連盟、住宅対策促
進議員連盟、建築設計議員連盟

住宅生産団体連合会の阿部俊則会長から激励を受ける
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（平成 31年 3月 18日現在）

佐藤のぶあきさんの政策

住宅・不動産業界の発展を全力で支援します

●���住宅・不動産産業を支える建築士などの人材確
保・育成を図るための制度の改善を進めます。

国土強靱化予算の増額が決まった予算委員会での質疑

全国宅建政治連盟の三輪昭彦会長から激励を受ける 全日本不動産政治連盟の原嶋和利会長から推薦状をいただく

※予算案、関連税制法案が今後の国会で成立することが前提（❹を除く）併 

用 

可 

能 

で 

す 

！
いずれも本年4月スタート！

本年10月の消費税率引き上げに際しての
� 支援策の策定に向けて全力で取り組みました！

消費税率の引き上げに伴う4つの支援策

❶ 住宅ローン減税の控除期間が３年延長

❷ すまい給付金が最大50万円に

❸ 新築最大35万円相当、リフォーム最大30万円相当

❹ 贈与税非課税枠は最大3000万円に拡大
（現行は最大1200万円）

新たなポイント制度創設

対象者も拡充 （収入に応じて10万～40万円の増額）

（建物購入価格の消費税２％分減税〈最大〉）

●����国内経済の行方を占うバロメーターである重要
な住宅・不動産産業の一層の発展のため、景
気対策などの振興策を推進します。

●����良質な住宅ストック整備のため、活発な民間住
宅投資の誘導を目的とした住宅税制をはじめと
する多様な対策を展開してまいります。


